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団体サイバー保険団体サイバー保険医療機関用

医療機関用　　　　　　　　　　　は、
サイバーセキュリティ事故や情報漏えいに起因して
発生する損害を包括的に補償する保険です。

団体サイバー保険

2025年募集

さらに標準より約▲10％水準
（診療所向けプランのみ）

医療機関用
団体サイバー保険

の特長

加入手続きの
簡素化

充実した
付帯サービス

団体専用の
保険料



「医療機関用サイバー保険」は、サイバーセキュリティ事故や情報漏えいに起因して発生する損害を
包括的に補償する保険です。（万一の場合、被害者への損害賠償だけでなく、発生した費用も補償）

情報漏えい・サイバー攻撃リスクへの対策は万全ですか？

医師法第24条により、
医療機関では「カルテの５年間保管」が

義務づけられている。

情報の
蓄積によりリスクが集積する

医療機関で取扱う個人情報は、過去の病歴や
生活習慣など、極めてプライバシー度の高い

センシティブな情報が多い。

1 医療機関におけるサイバーリスク（情報漏えいリスク）

2

サイバー攻撃

医療機関における情報の特殊性

情報の
秘匿性が大きい

情報漏えい事故は後を絶たず
法規制も強化

サイバー攻撃の
脅威の高まり

不正アクセス なりすまし

DDoS攻撃

ウェブサイト改ざん 内部不正

標的型メール攻撃 ランサムウェア

コンピュータウイルス

顧客情報・
機密情報の
漏えい

システム・
ネットワーク
停止

信用力・
ブランド力の
低下

いろいろな費用が発生する可能性があります。
被害者への損害賠償 に加え、 など事故の調査 謝罪・広報対応 再発防止

サイバー攻撃を受けた場合や、個人情報の漏えい事故が発生した場合、様々な対応が必要となります。

医療機関用 団体サイバー保険とは!!

賠償責任・事故発生時の各種対応費用を包括的に補償
事故が発生した場合の「賠償責任」「事故対応に要する諸費用」を総合的に補償

事故の初動から再発防止までに要する費用をトータルで補償
事故が発生した場合の「初動対応→原因調査→被害抑制→事態収拾→再発防止」までの対応に要する費用をトータルで補償

事故発生の“おそれ”に対応する費用も補償
情報漏えいやサイバー攻撃のおそれが発生した場合、これらの発生の有無を調査するために要した費用も補償

緊急時の対応サポートを付帯サービスでご提供
情報漏えいや不正アクセスなどのサイバーセキュリティ事故の発生に伴う各種の緊急対応を総合的にサポートするサービスが自動でセット

緊急時の対応を総合的にサポートします。



以下記載の対象事由①～④の発生に起
因して生じる「事故の調査」から「解
決/再発防止」までの諸費用の補償

以下記載の対象事由①～④の発生に起
因して他人に損害を与えた場合の賠償
責任・争訟費用の補償

3 医療機関用 団体サイバー保険の概要

①～③以外のその他の業務④ 上記①～③以外の被保険者の業務の一環としてのシステムの所有・使用・管理などに起因する偶然な事由

サイバー攻撃③ 被保険者のコンピュータシステムに対する不正なアクセスや処理、操作、犯罪行為など

デジタルコンテンツ不当事由② デジタルコンテンツの使用の結果生じた名誉棄損や、プライバシー侵害、著作権または商標権侵害など

情報漏えい・おそれ① 被保険者の業務における情報漏えいおよびそのおそれ

対象事由 概　要

商品構成1
医療機関用団体サイバー保険では、以下のそれぞれの事由に対して２つの損害を包括して補償します。

（オールリスクプラン）

事故対応に要する諸費用

賠償責任 事故発生時の各種対応費用
他人の損害

医療機関用団体サイバー保険の構成

●調査：事故原因調査・影響調査
●事態収拾：会見・マスコミ対応・コールセンター設置
●復旧：データ復旧・情報機器復旧
●再発防止：コンサルティング

事故発生時の各種対応費用の詳細2

事故対応特別費用

オプション

原因調査から事態収拾まで、サイバー事故の対応にあたり
必要となる諸費用を幅広く補償

調査／対応／事態収拾／復旧／再発防止

CHECK 対応費用例

●サイバー攻撃発生の有無の確認のための外部委託費用
●ネットワークの遮断のための外部委託費用
●弁護士などの外部の専門家への相談費用

サイバー攻撃対応費用
サイバー攻撃またはそのおそれに起因して被保険者が支出
した諸費用を補償

初動／早期発見・早期復旧

CHECK 対応費用例

●上記の事故対応特別費用
●被害者への見舞金・見舞品
●情報漏えいのモニタリング

情報漏えい対応費用
情報漏えいまたはそのおそれに起因して被保険者が支出し
た諸費用を補償

見舞金・見舞品／モニタリング

CHECK 対応費用例

●弁護士・コンサルタントなどの専門家への相談費用
●報告書などの文書作成費用
●証拠収集費用・翻訳費用

法令など対応費用
情報漏えいまたはサイバー攻撃によって、公的機関から調査
などが行われた場合に、被保険者が支出した諸費用を補償

相談・調査

CHECK 対応費用例

欧州ＧＤＰ
Ｒおよび

改正個人情
報保護法

に対応！！



上記のほか次の損害に対する補償も「医療機関用サイバー保険」ではオプションとして用意されていますが、
この「団体サイバー保険」では取り扱っていません。

●ご希望の場合は、一般の「医療機関用サイバー保険」をご利用ください。

「情報漏えい限定プラン」は、上記の「オールリスクプラン」のうち、医療機関が業務を遂行する過程で生じた「情報漏えい」に

起因する損害に限定して保険金をお支払いするプランです。

この「団体サイバー保険」では取り扱っていませんので、ご希望の場合は一般の「医療機関用サイバー保険」をご利用ください。

情報漏えい・おそれ 被保険者の業務における情報漏えいおよびそのおそれ

対象事由 概　要

情報漏えい限定プラン参
考

ア．賠償責任を負担することに
　　よって生じる損害

診療所向け
Ｂ～Eタイプ
病院向け
A～Dタイプ
（P5を参照）

提起された損害賠償請求について、医療機関（被保険者）が負担する損害賠
償金、争訟費用など

イ．事故時の対応、事故後の
　　対策などのために必要な費用
　●事故対応特別費用
　●サイバー攻撃対応費用
　●情報漏えい対応費用
　●法令など対応費用

①保険金の支払対象となる損害が発生するおそれがある場合に、その事故に
対応するため、医療機関（被保険者）が支出した情報漏えい対応費用、再
発防止実施費用、損害拡大防止費用、謝罪文作成・送付費用、使用人など
の出張手当・超過勤務手当てなどの人件費、臨時雇入れ費用、社告費用、
コールセンター費用、弁護士相談費用、求償費用、被保険者システム修復
費用、データ復旧費用、法人謝罪対応費用など
②サイバー攻撃のおそれが発見されたことにより、サイバー攻撃の有無を判
断するために支出した外部調査機関への調査依頼費用やネットワークの遮
断対応を外部委託した場合に支出する費用など（注１）
③情報の漏えいまたはそのおそれが生じたことにより、その対応のために医
療機関（被保険者）が支出した認証取得費用・個人見舞費用・事故対応関
連費用などの各種費用
④事故を医療機関（被保険者）が保険期間中に発見したことにより、医療機
関（被保険者）が規制手続きを行った場合または法令などに抵触するおそ
れのあることを医療機関（被保険者）が認識した場合において、それに対
応するために医療機関（被保険者）が支出した法令など対応費用

対象とする損害 加入タイプ（型）概　要

4 医療機関用 団体サイバー保険の補償内容 （オールリスクプラン）

医療機関用団体サイバー保険は、医療機関が業務を遂行する過程で生じた貴院のコンピュータシステム上の
電子データの改ざん・盗難・破損やコンピュータシステムに対する不正アクセスなどのサイバー攻撃や情報
漏えいなどに起因する次の損害に対して保険金をお支払いする保険です。

（注１）サイバー攻撃のおそれが、次の①または②のいずれかによって保険期間中に発見され医療機関（被保険者）が認識した場合に
かぎります。

　　　　①公的機関からの通報（サイバー攻撃に関する被害の届出および情報の受付などを行なっている独立行政法人または一般社団
法人を含みます。)

　　　　②被保険者システムのセキュリティ運用管理を委託している会社などからの通報または報告（注２）
（注２）医療機関（被保険者）が導入しているセキュリティ監視のソフトウェア、サービスなどからの通知を含み、当該サイバー攻撃

のおそれを医療機関（被保険者）が認識した時以降に調査などを委託した会社からの報告を除きます。

（※）加入者証に記載された施設における医療業務、介護業務または付随業務に関する事故のみ対象です。

ご注意

サイバー攻撃などにより、被保険者のコンピ
ュータシステムが機能停止することによって
生じた医療機関（被保険者）の営業継続費用

サイバー攻撃などにより、被保険者のコンピ
ュータシステムが機能停止することによって
生じた医療機関（被保険者）の利益損害

利益損害 営業継続費用1 2
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ご注意
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ュータシステムが機能停止することによって
生じた医療機関（被保険者）の利益損害
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6 医療機関用 団体サイバー保険の大きな特長

●告知書は基本不要です（病院除く。病院向けのご契約など告知書を使用してお引受する際
は、別途セキュリティ割引が適用されます。）。
●病院は病床数（ベッド数）、介護医療院・介護老人保健施設は定員数を基にした保険料体
系です。また、診療所は、それぞれ一律の保険料体系となります。
（告知書割引および団体割引の適用は可能です。）

加入手続きの
簡素化

●万が一、当保険が適用となる事象が発生した場合には、保険金のお支払いだけではなく、
原因究明や被害拡大防止に向けた対応をサポートします。
●その他、サイバーリスク診断サービスなど、セキュリティ対策に関するメニューをご利用
いただけます（一部有料）。（ご希望があれば別途ご案内します。）

充実した
サービス

●団体制度ならではの割安な保険料でご加入いただけます。団体専用の保険料

147,910円

244,320円

323,830円

407,060円

100床

5 医療機関用 団体サイバー保険　　　　　　　　の加入タイプ（オールリスクプラン）

タイプ

A

B

負担額
自己

保険金額
賠償

保険金額
費用

サポート
緊急時

C

D

E

なし100万円 20万円 なし 12,120円
保険料
年間

なし

なし

1,000万円

2,000万円

500万円

1,000万円

あり

あり

31,480円

41,480円

なし3,000万円 2,000万円 あり 47,040円

なし5,000万円 3,000万円 あり 55,990円

診療所向け1 保険金額・保険料表

病院向け （概算）2 保険金額・保険料表 保険期間：１年

保険期間：１年

タイプ

A

B

負担額
自己

なし

なし

1,000万円

2,000万円

500万円

1,000万円

保険金額①
賠償

保険金額
費用

サポート
緊急時

あり

あり

57,150円

94,410円

C なし3,000万円 2,000万円 あり 125,130円

D なし5,000万円 3,000万円 あり 157,290円

20床

112,010円

185,020円

245,230円

308,260円

522,000円Ｅ なし10,000万円 5,000万円 あり 201,710円 395,300円

年間保険料（概算例）
50床

※１　告知書の提出は不要です（省略）。※２　三重県医師会団体医師賠償責任保険のご加入者のみご加入いただけます。
※３　団体割引20％ ＋ 標準設定より約10％割引　※４　一括払いの場合です。

１加入者毎に、保険期間中にお支払いする保険金額の合計額は、「賠償保険金額」を限度とします。

※保険金額とは、損害賠償の場合「１損害賠償請求保険金額」および「総保険金額」を、事故対応特別費用の場合「１事故保険金額」およ
び「総保険金額」を指します。
※１加入者毎に、保険期間中に下記①、②でお支払いする保険金額の合計額は、①の保険金額を限度とします。

※１　三重県医師会団体医師賠償責任保険のご加入者のみご加入いただけます。※２　団体割引20％　※３　一括払いの場合です。

団体サイバー保険 保険料表

※三重県医師会団体医師賠償責任保険にご加入いただいている施設のみこのサイバー保険プランにご加入いただけます。
※同一法人の複数の医療施設または介護医療院・介護老人保健施設の保険金額を共有して引き受ける場合、年間保険料は上表と異なります。
　複数の医療施設または介護医療院・介護老人保健施設をまとめてのご加入をご希望の場合は取扱代理店までお問い合わせください。

②

●病院や介護老人保健施設は、事前に「質問書兼告知書」を提出いただき、具体的な見積書により個別にご案内いたします。

Ａタイプは廃止



7 自動セットサービスの概要

緊事故発生時のサービス 緊急時サポート総合サービス

サイバー攻撃や情報漏えいなどによって、当該事故の原因調査や事故の公表、被害者への謝罪などの対応をしなければ
ならない緊急時に、一連の対応をワンストップかつ総合的に支援するサービスです。医療機関用サイバー保険に加入す
ると、情報漏えいまたはそのおそれが生じた場合に、必要な各種機能を備えた本サービスをご利用いただけます。

特長

１
特長

2
緊急時の対応をワンストップで支援 最適なサポート機能を提案
サイバーセキュリティ事業を行う
SOMPOリスクマネジメント（株）が
緊急時対応をコーディネーション

事故の状況やお客さまのニーズに合わせて、 
最適なサポート機能を提案し、
確実な緊急対応を実現

ご利用の流れ

（注）本サービスでのご提供サービスにつきましては保険金の支払対象外となる場合があります。

事故が発生した際、お客さまよりイン
シデントサポートデスクへ事故報告お
よび本サービスの利用希望をお知らせ
いただきます。状況をヒアリングの
上、初動対応のアドバイスも合わせて
実施します。

事故報告
／

サービス
利用連絡

保険金
サービス課

損保
ジャパン
医療機関用
サイバー保険の
引受保険会社

SOMPOリスクマネジメント㈱より損
保ジャパンの保険金サービス課に事故
受付の連絡をし、報告された事故への
サイバー保険適用可否について問い合
わせます。

2

ご契約のサイバー保険が適用可能な事
故と判定された際、SOMPOリスクマ
ネジメント㈱よりサポート機能の提
案・調整・支援をします。

事故対応のためにお客さまがご負担さ
れた諸費用への保険金、お支払い可否
につき、損保ジャパンへご照会をいた
だきます。

ご利用されるサポート機能提供会社と
お客さまの間で、個別の業務契約を締
結していただきます。

サービス
利用開始

保険金の
支払い
可否

お客さま
ご契約者
または
被保険者

5
保険に係る対応

1
インシデント
サポートデスクへ
連絡

3
緊急時サポート
総合サービスの提供

4
各社との個別業務契約
および支援費用の
お支払い

事故受付報告／
保険の適用可否の
判断を問い合わせ

インシデントサポートデスクへ
連絡

1

保険の適用可否の判断2

緊急時サポート総合サービスの
利用開始

3

サポート機能提供各社※との
個別業務契約

4

保険金の支払い可否の照会5

SOMPOリスク
マネジメント㈱

コーディネーション
機能

SOMPO
サイバーインシデント
サポートデスク 

0120-318-258
24時間365日受付
（年中無休）※

サポート機能
提供会社

調査・応急対応
支援機能

緊急時広報
支援機能

コールセンター
支援機能

GDPR対応
支援機能

信頼回復
支援機能

利用連絡

※夜間（17時以降）および休日・祝日の受付事案については、対応およびサービス提供
　が当社翌営業日（平日9時以降）になる場合があります。

SOMPOリスクマネジメント社提供

※SOMPOリスクマネジメント㈱を含みます

保険の
適用可否
の判断



7 自動セットサービスの概要 SOMPOリスクマネジメント社提供 ～つづき～

サービスの適用地域

SOMPOリスクマネジメント㈱が事故対応に関する必要なサポート機能をコーディネート
し、提携する専門事業者のサービスを通じて、緊急時におけるお客さまの被害拡散防止・
早期復旧などを支援します。

サービスの概要

日本国内での対応に限られます。

サイバー事故などによる情報漏えいが発生した場合の対応 例

サイバー攻撃
の発生

情報漏えい
のおそれ

検知・
初動対応

海外（欧州）
行政対応

調査・
分析

対処・
原因究明

報告・
情報公開

復旧・
再発防止 事後対応

事故の検知、
初動対応を実施

事故の検知、
初動対応を実施

状況整理、
フォレンジック
調査などを実施

監督官庁などへ
の報告、
対外発表、
被害者への謝罪

暫定対策、
恒久対策などの
検討及び実施

再発防止策の
実施状況に対する
報告要請などへの
対応

広報対応

被害者などの
対応のため、
コールセンター
の設置

問合せ対応対応方針の策定と
監督機関への
通知を実施

このような緊急時に、お客さまのニーズに合った以下サポート機能をご利用いただけます

コーディネーション機能 ●必要となる各種サポート機能の調整
●事故対応窓口との連携・アドバイス　etc

SOMPOリスクマネジメント（株）

調査・応急対応支援機能
●事故判定
●原因究明・影響範囲調査支援
●被害拡大防止アドバイス　etc

SOMPOリスクマネジメント（株）
（株）ラック
AOSデータ（株）

緊急時広報支援機能

●記者会見実施支援
●報道発表資料のチェックや助言
●新聞社告支援　etc

（株）プラップコンサルティング

●事故に関し信用を毀損するSNS投稿などへの対応支援
●WEBモニタリング・緊急通知　etc

（株）エルテス

コールセンター支援機能
●コールセンター立上げ
●コールセンター運用
●コールセンターのクロージング支援　etc

（株）ベルシステム24

信頼回復支援機能 ●再発防止策の実施状況などについて報告書を発行　etc
（一財）日本品質保証機構
BSI グループジャパン（株）

GDPR対応支援機能
●GDPR対応に要する対応方針決定支援
●監督機関への通知支援
●協力弁護士事務所の紹介　etc

（株）インターネットイニシアティブ

サポート機能提供会社※概要

※2024年1月31日時点

主なサポート機能

■各機能会社にお支払いいただく諸費用は、医療機関用サイバー保険でご契約している保険金額を上限に損保ジャパンから保険金として
　記名被保険者（医療機関）へ支払われます
■ご利用を希望する規模や期間などにより、対応ができない場合があります

本サービスは、医療機関用サイバー保険で保険金がお支払いできる場合にご利用いただけるサービスです



8 この保険のあらまし ご加入に際して特にご確認いただきたい事項や、ご加入者にとって不利益など、特にご注意いた
だきたい事項を記載しています。ご加入になる前に必ずお読みいただきますようお願いします。



9 保険金をお支払いできない主な場合



10 ご注意



11 ご加入にあたってのご注意

12 万一事故にあわれたら



12 万一事故にあわれたら

13 お問い合わせ先

 （SJ25-00953，2025年4月24日承認）

～つづき～


